
１．業務報告書

　

醗酵繋駕離そ、〕
（１） 事 業 概要

（業務運営方針）

　

当協会は、 令和６年度経営計画に基づき、 国、 県及び市町村の施策の一翼を担いつつ、 適切な信用
保証機能と経営支援力を最大限発揮するため、 関係機関と密接に連携しながら、 「顧客目線」
「スピード重視」 「現場主義」 の徹底のもと、 「地域とともに、 未来を紡ぐサポーター」 として、
次の重点施策に取り組んだ。

　　

①ポストコロナ社会における金融支援の推進

　　

②スタートアップをはじめとする創業支援の充実

　　

③円滑な事業承継の推進

　　

④伴走型経営支援の推進と効果検証

　　

⑤効率性を重視した管理回収と再生支援の強化

　　

⑥デジタル化の進展等に伴う業務改革、 改善の推進

　　

⑦人と組織の活性化 （ＨＲＭ） による組織力向上

（経済金融情勢）

　

令和６年度の本県経済は、 令和６年能登半島地震 （以下、 「地震」 という。） の影響等により、
消費の一部に弱い動きがみられ、 中小企業・小規模事業者 （以下、 「中小企業者」 という。） を取り
巻く環境は、 物価高や人手不足等の影響、 最近の長期金利の上昇等により先行き不透明感が拭えず、
また、 価格転嫁への対応、 賃金上昇や事業承継などの様々な経営課題が山積みしており」依然として

厳しいものであった。

　

国においては、 「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」 等に基づき、 物価高や
人手不足等への対応、 中小企業者の資金繰り対策等に万全を期すとともに、 賃金上昇が物価上昇を
安定的に上回る経済の実現、 「賃上げと投資が牽引する成長型経済」 への移行を確実なものとする
こととされ、 県においても、 国・市町村等の関係機関と十分な連携を図りながら、 地震からの復旧・
復興に加え、 物価高騰対策等に取り組むこととされた。

（当協会の対応）

　

当協会は、 国、 県及び市町村で講じられた中小企業施策に呼応し、 物価高・地震対策融資等各種
保証制度の創設・拡充や金融仲介機能の一層の強化を図るための保証制度の創設などによる金融支援
策を推進するとともに、 「とやま中小企業・小規模事業者サポート事業」 による専門家派遣を
はじめ、 実践形式での生産性向上講座の実施、 関係機関との協定締結による連携強化など、 面的な
伴走型経営支援にも取り組んだ。

　

また、 業務の効率化と利便性向上のため、 保証申込をはじめとする保証関係書類等の外部との連携
における電子化や内部文書等の電子化を進めるなど、 保証業務のデジタル化に取り組んだ。

　

さらに、 新しく制作したオリジナルキャラクターやＳＮＳにおける公式アカウントを活用し、 各種

イベントや講座等の告知、 新しい保証制度の案内を行うなど、 積極的な情報発信により当協会の認知
度向上に取り組んだ。

令和６年４月

令和６年７月
令和６年１０月

令和６年１２月
令和７年３月

富山県経営安定資金（地域産業対策枠）震災対策特別融資の拡充
富山県緊急経営改善資金の拡充
富山市商工業振興資金融資保証（創業者支援資金）の拡充
射水市災害対応資金の創設

　　　

など

経営力強化保証の取扱再開
金融機関提携保証かがやきの創設
短期継続サポート融資保証（金融機関連携枠）の創設
富山県経営安定資金（地域産業対策枠） 経済変動対策緊急融資の拡充
協調支援型特別保証の創設
事業再生計画実施関連保証（経営改善・再生支援強化型）の創設



（業

　　　

績）

　　

令和６年度の保証承諾、 保証債務残高、 代位弁済等は、 次表のとおりである。

件

　

数

　　　　

前期比（％）

金

　

額

（百万円） 前期比（％）

　

計画比（％）前期比（％） 前期比（％） 計画比（％）
保

　　

証

　　

承

　　

諾 ４，６７８ ７７．７ ５０，５８２ ５８．７ ８１．６

保

　

証

　

債

　

務

　

残

　

高 ２６，９３８ １０２．９ ２９４，９６９ ９４．９ ９９．Ｏ

保証債務平均残高 ２６，３０９ ９７．２ ２９７，７４７ ９２．Ｏ ９７．９

代

　　

位

　　

弁

　　

済 ３８１ １０３．Ｏ ４，２００ １０７．５ １０５．Ｏ

実

　　

際

　　

回

　　

収 ９７ １１４．Ｉ ８９８ １０６．４ １０５．６

求

　

償

　

権

　

残

　

高 ２８８ １２０．Ｏ １，０５７ ９８．５ １０１．３

基

　　

本

　　

財

　　

産 ２０，２２３ １０３．５ １００．６

①

　

保証承諾額は、 令和６年１０月創設の金融機関と連携した新制度の利用が好調であったものの、

前年度末で終了した富山県ビョンドコロナ応援資金の反動が大きく、 前期に比べ４１．３％減少し、

計画を１８．４％下回った。

②

　

保証債務残高は、 保証承諾額が計画を下回ったことから前期に比べ５．１％減少し、 計画を１．０％

下回った。

③

　

代位弁済額は、 企業倒産の増加などから、 前期に比べ７．５％増加し、 計画を５．０％上回った。

④

　

実際回収は、 定期回収の維持や担保処分等に努めたことなどにより、 前期に比べ６．４％増加し、

　

計画を５．６％上回った。

⑤

　

基本財産は、 収支差額の基金準備金への繰り入れにより、 前期に比べ６億８２百万円増加し、

２０２億２３百万円となった。

（事業の展望）

　

県内の景気は、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが期待されるが、物価上昇、アメリカの

政策動向、 金融資本市場の変動等の影響などの海外景気の下振れが景気を下押しするリスクに十分

留意する必要がある。 また、 企業倒産件数も増加傾向にあることから、 中小企業者に対するきめ

細かい経営状況の把握と早期の経営改善等を促すための積極的な支援が重要である。

　

当協会としては、第７次中期事業計画及び令和７年度経営計画に基づき、中小企業者の課題を克服し、

持続的発展等を支援するため、 国、 県及び市町村の施策の一翼を担いつつ、 適切な信用保証機能と

経営支援力を最大限発揮する必要がある。

　

このため、 金融機関や関係機関と密接に連携し、 物価高や人手不足等の影響により厳しい状況に

置かれている中小企業者の実情に応じた迅速かつ柔軟な対応に努めるとともに、 スタートアップを

はじめとする創業支援の充実や生産性向上に向けた伴走型経営支援の推進、 デジタル化の進展等に

伴う業務改革、 改善の推進などに努める。 さらには、 当協会が地域に根ざした公的性質を有する機関

として、 信頼され必要とされる組織であり続けるため、 人と組織の活性化 （ＨＲＭ） による組織力

向上などに取り組むとともに、 「顧客目線」 「スピード重視」 「現場主義」 の徹底のもと、 「地域と

ともに、 未来を紡ぐサポーター」 として、 業務を推進する。



〔零委艶書無冒婆〕２． 収支計算書 （単位：円）

科

　　　　　　　　

目 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

額

経

　　　　

常

　　　　

収

　　　　

入 ３，４９１，１２７，８８８
保

　　　　　　　

証

　　　　　　　

料 ２，８７５，８７１，９８１
預

　　　

け

　　　

金

　　　

利

　　　

息 ４，６９４，７３９
有

　

価

　

証

　

券

　

利

　

息

　

・

　

配

　

当

　

金 ２４５，２４７，４２４
調

　　　　　　　

査

　　　　　　　

料 （
Ｕ

延

　　　

滞

　　　

保

　　　

証

　　　

料 （
Ｖ

損

　　　　　　　

室

　　　　　　　

金 １４，９４３，１５２
事

　　　

務

　　　

補

　　　

助

　　　

金 ９３，９４０，９０７主

　　

任

　　

丑

　　

有

　　

色

　　

担

　　

金′員

　　　　　　　　

ノ、

　　　　　　　

′、 ２３４，２７９，０００
雑

　　　　　　　

収

　　　　　　　

入 ２２，１５０，６８５
経

　　　　

常

　　　　

支

　　　　

出 ２，０５３，３８３，７６１
業

　　　　　　　

務

　　　　　　　

費 ７３５，７１０，５３９
役

　　　

職

　　　

員

　　　

給

　　　

与 ３３６，８３９，５７９
退

　

職

　

給

　

与

　

引

　

当

　

金

　

繰

　

入 ３２，９９５，３９３
そ

　　

の

　　

他

　　

人

　　

件

　　

費 ７２，３８０，４７０
旅

　　　　　　　　　　　　　　

費 １，９４３，６７５
事

　　　　　　

務

　　　　　　

費 １６１，１４９，１０４
賃

　　　　　　

借

　　　　　　

料 ４９，９４４，７３４
動

　

産

　

・

　

不

　

動

　

産

　

償

　

却 ６，０２８，９３３
信

　　　

用

　　　

調

　　　

査

　　　

費 ３１，５２２，５８１
債

　　　

権

　　　

管

　　　

理

　　　

費 ２１，４４０，７３０
指

　　　

導

　　　

普

　　　

及

　　　

費 ９，６３５，５４０
負

　　　　　　

担

　　　　　　

金 １１，８２９，８００
借

　　　

入

　　　

金

　　　

利

　　　

息 ＾
ｖ

信

　　　

用

　　　

保

　　　

険

　　　

料 １，３００，８３０，８２９
責

　

任 共

　

有

　

負

　

担

　

金

　

納

　

付

　

金 １６，８４２，３９３
雑

　　

”

　　　　

支

　　　　　　　

出 ｎ
Ｖ

経

　　

常

　　

収

　　

支

　　

差

　　

額 １，４３７，７４４，１２７
経

　　　

常

　　　

外

　　　

収

　　　

入 ６，０９５，５７９，３９７
償

　

却

　

求

　

償

　

権

　

回

　

収

　

金 ７４，７６５，４９５
責

　　

任

　　

準

　　

備

　　

金

　　

戻

　　

入 ２，１０１，８９１，７３４
求

　

償

　

権

　

償

　

却

　

準

　

備

　

金

　

戻

　

入 ２４７，４４９，６５８
求

　

償

　

権

　

補

　

填

　

金

　

戻

　

入 ３，６７１，４７２，５１０
保

　　　　　　

険

　　　　　　

金 ３，２８６，１３２，４３０
損

　

失

　

補

　

償

　

補

　

填

　

金 ３８５，３４０，０８０
有

　　

価

　　

証

　　

券

　　

評

　　

価

　　

益 ＾
Ｖ

有

　　

価

　　

証

　　

券

　　

売

　　

却

　　

益 ｎ
Ｖ

補

　　　　　　　

助

　　　　　　　

金 ＝^＝Ｖ
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

収

　　　

入 ｎ
ｖ

経

　　　

常

　　　

外

　　　

支

　　　

出 ６，１６９，８４８，２７８
求

　　　

償

　　　

権

　　　

償

　　　

却 ３，９１５，２９６，４６６
譲

　　

受

　　

債

　　

権

　　

償

　　

却 Ｕ^
雑

　　　

勘

　　　

定

　　　

償

　　　

却 ＝^Ｕ
有

　　

価

　　

証

　　

券

　　

評

　　

価

　　

損 ＝^ｖ
有

　　

価

　　

証

　　

券

　　

売

　　

却

　　

損 （
ｖ

退

　　　　　　　

職

　　　　　　　

金 ３，７７６，４５３
責

　　

任

　　

準

　　

備

　　

金

　　

繰

　　

入 ２，００８，３３４，４９２
求

　

償

　

権

　

償

　

却

　

準

　

備

　

金

　

繰

　

入 ２４２，４４０，８５３
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

支

　　　

出 △
’

１▲
経

　

常

　

外

　

収

　

支

　　

差

　

額 乙７４，２６８，８８１
制 度 改 革 促 進 基 金 取 崩 額 Ｕ^

収支差 額変 動準備 金 取崩 額 Ｕ^
当

　　

期

　　

収

　　

支

　　

差

　　

額 １，３６３，４７５，２４６
収 支 差 額 変 動 準 備 金 繰 入 額 ６８１，７３７，６２３
基本財産繰入額又は基本財産取崩額 ６８１，７３７，６２３



３． 貸 借 対 照 表 （令ネロ７年３月３１日現在）
（単位：円）

借

　　　　　　　　　

方 貸

　　　　　　　　　

方

科

　　　　

目 金

　　　　　

額 科

　　　　

目 金

　　　　　

額

現

　　　　　　　

金 ６２，１５７ 基

　

本

　　

財

　

産 ２０，２２３，４２６，３４５

現

　　　　　　　

金 ６２，１５７ 基

　　　　　　　

金 ４，９８４，８４１，０００

小

　　　

切

　　　

手 Ｏ 基

　

金

　

準

　

備

　

金 １５，２３８，５８５，３４５

預

　　　

け

　　　

金 ５，９６８，２０２，０７７ 制度改革促進基金 Ｏ

当

　　

座

　　

預

　

金 Ｏ 収支差額変動準備金 ８，３７２，８８７，８２７

普

　

通

　

預

　

金 ８６７，２９６，０２１ その他有価証券評価差額金 ３５８，６３６，８５３

通

　

知

　　

預

　

金 Ｏ 責

　

任

　

準

　

備

　

金 ２，００８，３３４，４９２

定

　

期

　　

預

　

金 ５，１００，０００，０００ 求償権償却準備金 ２４２，４４０，８５３

郵

　

便

　　

貯

　

金 ９０６，０５６ 退職給与引当金 ３５２，３３１，５５５

金

　

銭

　

信

　　

託 Ｏ 損

　

失

　

補

　

償

　

金 ３０６，４３１，９７０

有

　

価

　　

証

　

券 ３２，５６７，２６９，０５１ 保

　

証

　

債

　　

務 ２９４，９６９，２７５，８８２

国

　　　　　　　

債 Ｏ 求 償 権 補 填 金 Ｏ

地

　　　

方

　　　

債 ３，４００，０００，０００ 保

　　　

険

　　　

金 Ｏ

社

　　　　　　　

債 ２８，７１４，０１３，６３４ 損失補償補填金 Ｏ

株

　　　　　　　

式 ４５３，２５５，４１７ 借

　　　

入

　　　

金 Ｏ

受

　

益

　

証

　

券 Ｏ 長

　

期

　

借

　

入

　

金 Ｏ

新

　

株

　

予

　

約

　

権 Ｏ （うち日本政策金融公庫分） Ｏ

フ

　

ァ

　

ン

　

ド 出 資 Ｏ 短

　

期

　

借

　

入

　

金 Ｏ

譲

　

渡

　

′性

　

預

　

金 Ｏ （うち日本政策金融公庫分） Ｏ

そ

　　　

の

　　　

他 Ｏ 収支差額変動準備金造成資金 Ｏ

動 産 ・ 不 動 産 ３０，３２３，４０５ 雑

　　　

勘

　　　

定 ８，８６１，０８７，２６０

事 業 用 不 動 産 １７，９７９，５０９ 仮

　　　

受

　　　

金 ２７，８０８，１７５

事

　

業

　

用

　

動

　

産 １２，３４３，８９６ 保

　

険

　

納

　

付

　

金 ２７，３９５，０９９

所有動産・不動産 Ｏ 損失補償納付金 ４，１２５，８０２

建

　

設

　

仮

　

勘

　

定 Ｏ 未 経 過 保 証 料 ８，８００，８３６，４２８

損失補償金見返 ３０６，４３１，９７０ 未

　

払

　

保

　

険

　

料 ８８８，７５６

保 証 債 務 見 返 ２９４，９６９，２７５，８８２ 未

　　

払

　　

費

　　

用 ３３，０００

求

　　　

償

　　　

権 １，０５６，７９６，４８６ 有価証券未払金 Ｏ

譲

　

受

　

債

　

権 Ｏ

雑

　　　

勘

　　　

定 ７９６，４９２，００９

仮

　　　

払

　　　

金 Ｏ

保

　　　

証

　　　

金 Ｏ

厚

　

生

　

基

　

金 ３４，３７２，０００

連

　

合

　

会

　

勘

　

定 ２５，９２０

未

　

収

　

利

　　

息 ５７，１７９，５３８

有価証券末収入金 Ｏ

未 経 過 保 険 料 ７０４，９１４，５５１

合

　　　　

計 ３３５，６９４，８５３，０３７ 合

　　　　

計 ３３５，６９４，８５３，０３７



４． 財 産 目 録 （令和７年３月３１日現在）
（単位：円）

資

　　　　　　　　　

産 負

　　　　　　　　　

債

科

　　　　　

目 金

　　　　　　

額 科

　　　　　

目 金

　　　　　　

額

現

　　　　　　　　　

金 ６２，１５７ その他有価証券評価差額金 ３５８，６３６，８５３

預

　　　　

け

　　　　

金 ５，９６８，２０２，０７７ 責

　

任

　

準

　

備

　

金 ２，００８，３３４，４９２

金

　　

銭

　　

信

　　

託 Ｏ 求償権償却準備金 ２４２，４４０，８５３

有

　　

価

　　

証

　　

券 ３２，５６７，２６９，０５１ 退職 給 与 引 当 金 ３５２，３３１，５５５

動

　

産

　

・

　

不

　

動

　

産 ３０，３２３，４０５ 損

　

失

　

補

　

償

　

金 ３０６，４３１，９７０

損 失 補 償 金 見 返 ３０６，４３１，９７０ 保

　　

証

　　

債

　　

務 ２９４，９６９，２７５，８８２

保

　

証

　

債

　

務

　

見

　

返 ２９４，９６９，２７５，８８２ 求

　

償

　

権

　

補

　

填

　

金 Ｏ

求

　　　

償

　　　

権 １，０５６，７９６，４８６ 借

　　　

入

　　　

金 Ｏ

譲

　　

受

　　

債

　　

権 Ｏ 雑

　　　

勘

　　　

定 ８，８６１，０８７，２６０

雑

　　　

勘

　　　

定 ７９６，４９２，００９

合

　　　

計 ３３５，６９４，８５３，０３７ 合

　　　

計 ３０７，０９８，５３８，８６５

正

　　

味

　　

財

　　

産 ２８，５９６，３１４，１７２


